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研究成果の概要（和文）： 本研究では、各種意思決定や施策の実行、ビジョン設計が及ぼす影響を持続性の観
点から評価すべく、現世代のみならず「将来世代」視点も組み込んだ新しい評価法構築のための基礎研究を実施
した。将来世代になりきって意思決定や施策評価を行う役割をになう「仮想将来世代」の枠組みを導入し、岩手
県矢巾町での住民参加討議を繰り返すことにより各種データを取得し「仮想将来世代」導入の意義や効果を明ら
かにした。例えば、将来の視点から現在の施策評価を行う場合は、現世代視点と比して、判断基準や思考パター
ン、重みづけ等が大きく変化することを発見し、現世代と将来世代の双方の視点を組み合わせた新評価法の構築
に資する情報を得た。

研究成果の概要（英文）：In order to evaluate impacts of various decision-makings, measures and 
visioning in present society from sustainability viewpoint, we aimed to develop a new assessment 
methodology explicitly incorporating the viewpoints of future generation. Most importantly, we 
introduced in this study the mechanism called “imaginary future generations” who are tasked with 
representing future generations in assessment practice. We conducted a series of workshops inviting 
local citizens in Yahaba town, Iwate prefecture, and obtained relevant data with which we studied 
the effectiveness of introducing “imaginary future generations.”  Based on detailed analyses, we 
found that such factors as judgement criteria, thinking patterns and weighting changed considerably 
in case of assessing from future perspectives comparing with the case of current perspective. Using 
such data, we developed the foundation of the new assessment method incorporating both current and 
future generation’s viewpoints.

研究分野：環境学、サステイナビリティ・サイエンス、フューチャー・デザイン

キーワード： フューチャー・デザイン　仮想将来世代　将来可能性　持続可能性　アセスメント手法　世代間合意形
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　持続可能社会を構築するためには、各種意思決定や施策等を「持続性」の観点から評価することが重要であ
る。一方で、持続性を考える際に、将来世代の視点をいかに取り入れるか、ということは本質的な課題であり、
既存の方法や枠組みではこれが困難であった。本研究では、将来世代になりきり、将来世代の利益を代弁する役
割を与えられる「仮想将来世代」を創出するという新たな仕組みを導入し、将来の視点から意思決定や評価を行
うことの意味や効果について、住民参加型討議に基づく実証を通じて明らかにした。仮想将来世代を経験するこ
とによって、ヒトが過去・現在・未来という時間軸の中で意思決定や判断基準を変化させうることを実証した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 持続可能社会の実現に向けて着実に社会変革を進めていくためには、現代における様々な意
思決定や施策が将来におよぼす影響を「持続性」の観点から評価、把握していく必要がある。 
持続性を検討するうえでの最大の課題は「将来世代」の視点をどのように評価体系に組み込む 
か、という点にある。これまでも持続性や持続可能性を評価するための枠組みが広く検討、開 
発されてきたものの、将来世代の視点を組み込むというアプローチは皆無であった。この背景 
には、将来の視点から今現在の意思決定や実践を評価するための方法論が開拓されてこなかっ
たことが挙げられる。 
本研究の代表者および分担者の研究グループではこれまでも、将来の視点を取りこんだ意思 
決定やビジョン設計のための新しい方法論を検討してきた。その手法の一つが「仮想将来世代」 
という仕組みを導入するアプローチである。これまでの我々の研究からは、将来世代になりき 
って、将来世代の代弁者として意思決定を行う役割を与えられたグループ（仮想将来世代グル
ープ）は、ビジョン設計や意思決定が、現世代の視点で実施する場合と比較して、大きく異な 
る事や特徴的であることなどが明らかになっている。その一方で、現世代の視点と比較して、 
仮想将来世代がどのように思考パターンや判断基準を変化させうるのか、という点を含めて、 
仮想将来世代導入の効果については、さらなる詳細な分析が必要とされていた。本研究を通じ、 
仮想将来世代の判断基準等の変化を詳細に把握し、仮想将来世代導入の効果や意義をより具体 
的に分析することで、今後、現世代と将来世代の双方の視点や重みづけを組み込んだしい評価 
法（アセスメント手法）を体系化していくため重要な情報を得ることが見込まれる。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、住民の参加を通じた討議実験を通じて、仮想将来世代という枠組みを導入する 
ことによって、ヒトがどのような視点や思考パターン、判断基準を持ちうるかという点を実証 
的に明らかにし、仮想将来世代導入の効果をより明確化することを目的とした。また、そのこ
とにより、ビジョン設計あるいは施策の評価において、現世代と将来世代の双方の視点を組み 
込む新しいアセスメント手法の開拓に資する基本情報を得ることを目的とした。  
 
３．研究の方法 
本研究では、岩手県矢巾町など自治体と連携し、住民参加による討議を重ねることを通じて、 
仮想将来世代の意思決定や判断がどのように変化をするか実証を行った。 
例えば平成 28 年度には、岩手県矢巾町において「公共施設管理」の 2050 年プランを設計す
るというテーマ設定の下で住民参加による討議を、1か月ごとに 3 度実施した。無作為抽出さ
れた住民の中から、討議への参加意思を表明した 26 名の住民が各回の討議に参加した。討議
参加者は、各回 4 グループ（A,B,C,D）に分かれてそれぞれ別個の部屋で討議を行ったが、4 グ
ループとも 1 回目の討議では「現世代」の立場で、2 回目は「将来世代」の立場（すなわち仮
想将来世代としての立場）で、そして 3 回目は、現世代・将来世代いずれの立場も指定しない
ものの「提案理由」と「将来世代に対するアドバイス」の 2 点を明確化するという条件のもと
で討議を行った。なお各回ともグループメンバーは固定とした。 
各回の討議終了後には、アンケート票の記載を全参加者に依頼し、これらから得られたデー 
タを基に、仮想将来世代を経験することが人の認知に与える影響や効果について、統計手法棟
も用いて分析を行った。また、同じく各回討議後に全員に「ワークシート」への記載を依頼し、
ビジョン設計の方針を決める際に重要視した観点や価値観、基準、コンセプトなどを記述して
もらい、その記述内容を基に、1 回目から 3 回目にかけての人々の認識変化や思考傾向を分析
した。以上のように、討議実践から得られたデータをもとに、仮想将来世代導入の意義や効果
を総合的に分析し、将来の視点から施策評価を行うことの意味合いについて具体的な情報や示
唆を得ることとした。 
 
４．研究成果 
討議実験から得られたデータを分析し、将来世代の視点から施策を検討・評価する場合と、 
通常の現世代目線でこれを実施する場合とでは、思考パターンや判断基準、選好が大きく変
化しうることを発見した。以下に、特筆すべき重要な発見について記載する。 
 
① 現世代と将来世代を俯瞰する視点(視点共有) 
アンケート票に基づく解析からは、「今日の討議を行う際、自分は現代に生きる人の立場で物 
事を考えた」、「今日の討議を行う際、自分は将来世代の立場で物事を考えた」という、2 つの
質問項目について、正の相関が見られた。これは仮想将来世代を経験した討議参加者にとって、 
この二つは対立する立場の取り方ではなく、むしろ、将来世代の立場で考える人は同時に現代 
に生きる人の立場でも考えているということを示唆する。つまり、本研究の仮想将来世代を導 
入するという仕組みを通じて、現世代と将来世代を俯瞰的に見る視点（視点共有）が生まれて 
いるという結果が示された。 
更に視点共有の度合が高い人については、現世代と将来世代の関係性は「資源を奪い合うよ
うな対立するものではなく、自分たちの遺産を引き継ぐ相手」だと考えていることや、提案に 
ついては「その施策が実現可能なものであること」という現世代的視点と「未来の人たちが自 



分たちで選択できる余地を残しておくこと」という将来世代への配慮や現世代への責任帰属を 
重視する傾向が見られた。つまり、施策の評価においても、現世代の視点から実施するのと、 
将来世代の視点から実施する場合とでは、何を重視するかという観点に差異が出てくる可能性
が示唆された。 
 
② 重視する項目や優先事項の変化 
ワークシートの記述内容に基づく分析からは、1 回目（現世代）の討議では「利用率の向上」 
「バリアフリー」など、物理的な建物の改善に参加者の意識や関心の焦点が当たっていたのに
対して、2 回目（将来世代）では、「文化的生活の維持」「入居者の安心感」など、生活の質や 
入居者の内面的な豊かさ、および時間的持続性に焦点が大きくシフトした。また、3 回目は「地 
域住民との関係性」「将来にわたって不公平感なく使えること」など、地域住民との関係性や空 
間的な広がりをもった視点が出てくるなど、重要視する視点が 1 回目から 3 回目にかけて変化 
することが分かった。このことからも、将来世代視点で評価を行う場合は、現世代視点の場合 
と重視する観点が異なることが明らかになった。これらの情報も評価法を構築するうえで、重 
みづけの変化などを検討する重要な資料となる。 
 
以上のように、仮想将来世代という新たな仕組みを導入することで、人々の認識や意思決定に
おける優先事項の変化が起きている可能性が明らかとなっており、これらの成果は「仮想将来
世代」を導入する効果や意義を示しているとともに、将来の視点から考えることによって、重
要視される項目や観点の重み（優先順位）が変化しうることを示している。これらの成果は、
評価法構築を進める上で基礎的かつ重要な情報を提供していると考えている。なお、仮想将来
世代の導入の仕方については、本研究以外にも様々な関連研究が進んでおり、それらの研究か
ら得られる成果と、本研究の成果を総合化しながら、今後は、将来世代の視点を加えることで
どのような評価項目の重みづけがどの程度変化しうるのか、などについて、さらに体系的な知
見を得る予定であり、今後、現世代と将来世代の視点を総合化した評価法の体系化につなげて
いきたい。 
なお、本研究の成果については、期間内に実施した研究の成果は英語論文として取りまとめ 
ており、そのうちの１報は既に英文ジャーナル（Sustainability Science 誌）に掲載されてい
る。また、2019 年 1 月にはアリゾナ州立大が主催したフューチャー・デザインに関するワー
クショップにて招待講演を行った。また同年 3 月に台湾 Academia Sinica（中央研究院）が主
催した Futurability（将来可能性）に関するワークショップにおいても招待講演を行うなど、
研究成果を国際的にも広く情報発信した。 
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